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美術館・博物館等の持続可能なあり方検討業務委託に係る 

公募型プロポーザル募集要領 

 

１ 趣旨 

本要領は、美術館・博物館の持続的な運営を図るため、それぞれの施設を単独で改

修する案と、美術館と博物館を統合するなど一体的に整備する案について、県民のメ

リット・デメリットや県財政の将来負担などを比較検討することを目的とする。 

検討に当たっては、美術館・博物館の役割や機能、各施設の現状や課題、過年度に

実施したあり方検討等の成果を踏まえながら、県民サービスや事業効果、財政負担な

どの観点から多角的な比較検討を行う。さらに、それぞれの整備案における目指すべ

き方向性や必要な機能、運営体制等について整理し、今後の施設整備の方向性を示す

ものとする。 

このため、本業務の実施には、高度な専門知識や豊富な経験に基づく分析力・企画

力が求められることから、価格のみならず、業務への理解度、実施体制、技術力および

提案内容を総合的に評価し、最も適した事業者を選定するため、公募型プロポーザル

方式により受託候補者を選定する。 

審査の結果、最も優れた提案を行った応募者（以下、「優先交渉権者」という。）は、

本県と契約締結に向け協議を行い、合意に至った場合、契約を締結し、本業務を実施

する。 

 

２ 概要 

（１）業務名称 

美術館・博物館等の持続可能なあり方検討業務委託 

（２）業務内容 

別紙「美術館・博物館等の持続可能なあり方検討業務委託仕様書」のとおり 

（３）履行期間 

契約締結日から令和９年３月２３日(火)まで 

（４）提案限度額 

１４，０００，０００円（消費税および地方消費税を含む。） 

※この金額は、契約時の予定額を示すものではなく、事業の規模を示すためのも

のである。 

 

３ 応募資格 

本プロポーザルに参加できる者は、美術館・博物館等の持続可能なあり方検討業

務企画提案選定委員会（以下、「選定委員会」という。）の審査を受ける資格（以下「応

募資格」という。）に関し、次に掲げる要件を満たし、県の認定を受けた者とする。共

同企業体を構成して参加する場合においては、代表者となる構成員がすべての応募

資格を満たすとともに、それ以外の構成員が次の（２）～（８）の要件を満たすことと

する。なお、いずれの構成員も、この業務の他の共同企業体の構成員を兼ねることは

できない。 

（１）本業務に係る担当者は下記のいずれかの経験を有すること。 
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・国公立博物館・美術館の新設または改修に関する業務 

・公共施設の統合や複合化などの効率的な運営について検討した業務 

（２）本業務の応募資格認定の日において現に県の指名停止措置を受けていないこと。 

（３）福井県財務規則（昭和３９年福井県規則第１１号）第１４６条に基づき知事が定める

一般競争入札の資格を有する者であること。ただし、「４プロポーザル審査の手続

き等（４）応募資格認定申請書の提出」時に競争入札参加資格を有していない場

合においても、本県に対して地方自治法施行令第１６７条の５および福井県財務

規則第１４６条に規定する競争入札参加資格審査に関する申請を提出済みであれ

ば、当該項目について参加資格を有するものとして取り扱うこととし、競争入札

参加資格審査の結果、資格がないと認められた時点において本件に関する参加

資格を喪失するものとする。 

※競争入札参加資格審査申請書様式は、福井県会計局会計課のホームページ

からダウンロードできる。 

http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kaikei/sinsei.html 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者でないこ

と。 

（５）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生法手続き開始の申立て、

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続き開始の申立て、ま

たは破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てが行わ

れている者でないこと。 

（６）福井県のすべての県税ならびに消費税および地方消費税において未納がないも

のであること。 

（７）次の①から⑤までのいずれにも該当しない者であること。  

①役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員または

その支店もしくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同

じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である

者  

②暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規

定する暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与して

いる者  

③役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている者 

④役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を

供与するなど直接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関

与している者  

⑤役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

る者 

（８）失格事項  
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次のいずれかに該当する場合は失格とする。また、優先交渉権者が契約締結

するまでの間に次のいずれかに該当する場合、または該当していることが判明し

た場合は、優先交渉権者の決定を取り消し、その者とは契約を締結しない。 

①応募資格審査の結果通知日までに、提案者が前記の応募資格要件を満たさな

くなった場合 

②見積書の金額が、提案上限金額を超える場合 

③提出期限までに提出資料が提出されない場合 

④２案以上の企画提案をした場合 

⑤提出資料に虚偽の記載があった場合 

⑥著しく信義に反する行為があった場合 

⑦契約を履行することが困難と認められる場合 

⑧企画提案書の記載内容が法令違反など、著しく不適当な場合 

⑨審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

⑩書類に不備がある場合（軽微な場合を除く） 

 

４ プロポーザル審査の手続き等 

（１）実施スケジュール 

項目 日程 

実施要領等の公示・配布開始日 令和８年１０月５日（月） 

現地説明・見学会参加申込期日 令和８年１０月９日（金）１２時 

（持参、郵送等、電子メール） 

現地説明・見学会 令和８年１０月１３日（火）１３時 

質問受付期日  令和８年１０月２０日（火）１２時 

（電子メール） 

質問の回答 令和８年１０月２３日（金） 

応募資格認定申請申込期日  令和８年１０月２０日（火）１２時 

 (持参、郵送等、電子メール)  
応募資格の認定結果通知  令和８年１０月２１日（水） 

企画提案書提出期限 令和８年１０月２７日（火）１７時 

選定委員会 令和８年１０月３０日（金） 

（オンライン、予定） 

※ただし、各実施日については、事務の都合上により変更する場合がある。 

 

（２）実施要領等の配布 

  配布期日  令和８年１０月２０日（火）１２時まで 

配布場所  福井県交流文化部文化・スポーツ局文化課内 

（〒910-8580 福井市大手３丁目１７－１県庁５階） 

配布方法  実施要領は、上記の配布場所ならびに文化課ホームページに掲載する。 

文化課ＵＲＬ http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/bunshin/index.html＿＿＿ 

 

http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/bunshin/index.html
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（３）実施要領等に対する質問受付・回答 

①質問方法・提出先  質問は、任意の様式を使用し、電子メールで行うこと 

電子メール宛先 bunka@pref.fukui.lg.jp 

※送信後に文化課（０７７６－２０－０５８０）へ電話し、電子メールの

到着を確認すること 

※評価等に影響を及ぼす恐れがある質問は受け付けない 

②受付期間  令和８年１０月５日(月)から１０月２０日(火)１２時まで 

③回  答    出された全ての質問とその回答は、質問者の名前を伏せて質問回

答書にとりまとめ、県ホームページにて令和８年１０月２３日（金）１７

時までに公表する予定とする。なお、回答は本実施要領と一体のも

のとして同等の効力を持つものとする。 

 

（４）現地説明・見学会の開催について 

    本プロポーザルに参加を希望する者は、整備場所を確認いただくため、現地説明・

見学会を実施する。※現地説明会の参加は任意とする 

①開催日時     令和８年１０月１３日（火）１３時～１５時３０分 

②開催場所     福井県立歴史博物館・幾久公園 

③参加申込     現地説明・見学会参加申込書（様式１）を提出すること 

④提出期限     令和８年１０月９日（金）１２時まで 

⑤提出方法     持参、郵送（配達証明）、宅配便（手渡したことが証明されるもの

に限る）、電子メール（bunka@pref.fukui.lg.jp）によること。

なお、持参の場合は、９時から１７時までの間に限る。 

※電子メールによる場合は、送信後に文化課（０７７６－２０－０５

８０）へ電話し、電子メールの到着を確認すること 

⑥提出先        下記「９ 問合せ先」に同じ 

 

（５）応募資格認定申請書の提出 

本プロポーザルに参加を希望する者は、次のとおり応募資格認定申請書（様式２）

および応募資格誓約書（様式３）、競争入札参加資格通知書の写し、本業務に係る担

当者の業務経歴（上記３（１）関係、任意様式）を提出すること。なお、競争入札参加資

格を得ていない場合は、「物品等競争入札参加資格審査申請書」の写しを添付し、資

格を得た時点で速やかに提出すること。 

共同企業体を構成する場合は、様式２、様式３、競争入札参加資格通知書の写し

（または、物品等競争入札参加資格審査申請書）に加え、共同企業体構成表（様式４）

に共同企業体協定書（別紙を参考に任意様式で作成のこと）を添付して提出するこ

と。 

①提出期限      令和８年１０月２０日（火）１２時（必着） 

②提出方法     持参、郵送（配達証明）、宅配便（手渡したことが証明されるもの

に限る）、電子メール（bunka@pref.fukui.lg.jp）によるこ

と。なお、持参の場合は、９時から１７時までの間に限る。 

※電子メールによる場合は、送信後に文化課（０７７６－２０－０５
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８０）へ電話し、電子メールの到着を確認すること 

③提出先  下記「９ 問合せ先」に同じ 

④提出部数 各１部 

 

（６）応募資格の認定結果通知 

応募資格要件を審査し、その結果を令和８年１０月２１日（水）付けで書面にて通知

する。応募資格認定申請書を提出した者のうち、応募資格要件を満たさなかった者

に対しては、満たさなかった旨および満たさないと判断した理由を書面にて通知す

る。 

 

（７）企画提案書等の提出 

応募資格を有すると認められた者は、次により企画提案書等を提出すること。 

①提出期限 令和８年１０月２７日（火）１７時 

②提出書類 企画提案事項については、別添仕様書「美術館・博物館等の持続可能

なあり方検討業務委託仕様書」参照し、次の１～７を企画提案書として

提出する。なお、提出後における提出書類の追加および変更は認めな

い。（4～7 の書類については、日本工業規格Ａ３もしくはＡ４判、様式

は任意（白黒・カラーどちらでも可））※様式６ではなく独自の様式でも

可とする。ただし、様式６に記載の項目はすべて盛り込むこと。 

 

（ア） 企画提案書の提出について（様式５） 

（イ） 企画提案書（様式６） 

※提案項目 

【提案時の留意点】 

・提案にあたっては、今後30年程度継続して施設を利用するために必要な既存建

物・設備の改修を約40億円と見込んだ上で、新たな機能追加など、全体事業費

80億円（令和12年度までの物価上昇を見込むこと）を目途に実現性のある提案

とすること 

・増築を検討する際には、博物館に隣接する幾久公園における都市公園法上の制

約を受けないものと仮定して検討すること。ただし、公園内のトラックおよびテニ

スコートの機能は維持することとする。 

・施設統合や機能強化による利用者増加を見据え、現状を上回る駐車場容量を確

保することを前提として検討すること 
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No. 内容 

１ 比較検討資料の作成 

仕様書５業務内容（１）比較検討資料の作成①比較検討する想定事例のうち

ア建物・組織ともに統合して１施設とする事例について提案を行うこと。また、

②比較検討項目のうち下記ア、イ、エの項目について、提案を行うこと 

 

①想定事例 

ア.建物・組織ともに１施設とする事例（増築なし、あり、どちらでも可） 

②提案項目 

ア.目指す方向性 

美術館、博物館および幾久公園を一体的に活用した場合に、目指す方向性を

提案すること 

イ.機能 

目指す方向性を実現するために必要となる代表的な機能を3例提案すること 

エ.運営 

目指す方向性を実現するために、民間活力の活用など、適切な運営体制につ

いて提案すること 

２ 県民意見の聴取 

比較検討について、広く県民に周知し理解を得るための方法について提案

す ること。なお、将来を担う高校生や大学生などの視点を入れるため、若者

を対象としたワークショップに関する提案を少なくとも１つ含むこと。 

３ その他の独自提案 

・比較検討する事例について、仕様書５（１）①記載の４例以外に適切なものが

あれば提案すること 

・比較検討する項目について、仕様書記載の項目以外に適切なものがあれば

提案すること 

４ スケジュール表 

・業務開始から完了までのおおまかなスケジュールを記載すること 

５ 本業務に係る実施体制 

・委託業務の実施に係る人員体制、担当者の業務経歴（上記３応募資格（１）関

係、任意様式） 

・複数の事業者が共同で提案する場合は、各事業者がどの業務を実施するか

記載すること 

※過去に公開承認施設となっている博物館等の改修計画、設計及び工事の実

績がある場合は、業務経歴で示すこと 

６ 過去に実施した類似業務概要3例 

（契約書の写し、契約内容が分かる資料を添付） 

※過去に公開承認施設となっている博物館等の改修計画、設計及び工事の事

例がある場合は上記の3例とは別に提案することができる 

※共同企業体を構成して参加する場合においては、代表者以外の構成員によ
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る業務も可能とする 

７ 費用積算書（一式とせず内容ごとに区分して記載） 

※総額は消費税および地方消費税10％を含んだ金額とする 

 

③提出方法   持参、郵送（配達証明）、宅配便（手渡したことが証明されるもの

に限る）、電子メール（bunka@pref.fukui.lg.jp）によること。

なお、持参の場合は、９時から１７時までの間に限る。 

※電子メールによる場合は、送信後に文化課（０７７６－２０－０５

８０）へ電話し、電子メールの到着を確認すること 

④提出先  下記「９問合せ先」に同じ 

⑤提出部数 ②１～７を１綴りにしたものを７部（持参、郵送、宅配便の場合）  

         ※うち１部には「企画提案書の提出について（様式５）」を添付すること。 

⑥留意事項 （ア）企画提案に係る経費はすべて提案者の負担とする。 

（イ）提出された書類は一切返却しない。 

（ウ）提出された企画提案書等の書類は、審査に必要な範囲におい

て複製することがある。 

⑦企画提案書の提出辞退 

応募資格認定申請書（様式２）および応募資格誓約書（様式３）の提出後に企画

提案書の提出を辞退する場合は、辞退届（様式任意）を企画提案書の提出期限

までに提出すること。なお、企画提案の辞退は自由であり、今後、当該辞退によ

る不利益な取り扱いはしない。 

 

※参考情報 

・「福井県文化振興プラン」（令和６年４月策定） 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/bunshin/bunka-plan.html 

 

５ 審査および審査結果の通知 

（１）審査方法 

企画提案書の提出があった事業者を対象にプレゼンテーションを実施し、県が設

置する「選定委員会」において審査する。審査については、「評価基準」により評価

点を算定し、評価点の合計が最大の者を優先交渉権者（第一順位者）とする。な

お、合格基準点は評価点の７割とし、評価点の合計で最大の者が複数ある場合は、

委員会の合議により決定する。また、第一順位者の次の順位の評価点の者を第

二順位者とし、優先交渉権者が契約締結に至らなかった場合は、次順位の者を優

先交渉権者とする。 

（２）プレゼンテーションの実施 

本プロポーザルへの参加に係る書類を不備なく提出した参加者に対して、次のと

おりプレゼンテーションによる審査を実施する。詳細は提出書類の確認後、別途

参加者に通知する。 

①予定日：令和８年１０月３０日(金) 

詳細は後日通知。応募者多数の場合は２日に分けて実施。 
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②場所：オンライン形式（Microsoft Teams を予定） 

参加 URL は予め県から電子メールで送付する。 

③プレゼンテーション時間 

準  備 ５分以内 

説  明 １５分以内 

質疑応答 １０分以内 

※説明は提出した企画提案書等の内容に基づくものとし、事前に提出した企画

提案書以外の資料は使用しないこと。 

※プレゼンテーションの順番は、本県で決定した順番とする。 

※プレゼンテーションは非公開とする。 

④参加人数 

オンライン画面上の参加人数に制限はないが、プレゼンターは３人以内とし、本

業務の担当者が行うこと。 

（３）審査結果 

審査結果は、令和８年１１月２日(月)１７時までに全てのプロポーザル参加事業者

に電子メールにより通知する。また、通知後、参加事業者名および審査結果を県

ホームページで公表する。なお、選定結果以外の内容は非公開とし、当該結果の

異議申し立ては受け付けない。 

 

６ 契約の締結 

（１）契約に係る交渉 

審査の結果、選定された優先交渉権者と企画提案書に記載された項目に基づき

協議を行い、必要に応じて仕様書を修正し、契約における仕様、金額等の内容を

定め、福井県財務規則に基づき契約を締結する。 

したがって、優先交渉権者の決定を持って企画提案書に記載された全内容を承

認するものではない。 

また、「失格事項」に該当する場合には、県は契約締結を取り消す場合がある。優

先交渉権者と協議を行い、内容を確定させた後、見積徴収を行ったうえで、委託

契約を締結する。 

（２）内訳書の提出 

見積徴収に際し、見積書に記載された見積金額に対応した内訳書を提出するこ

と。 

 

７ 失格要件 

次に掲げるいずれかに該当した場合には、失格とする。 

（１）提出書類が期限を過ぎて提出された場合 

（２）提案限度額を超えた見積書を提出した場合 

（３）予定のプレゼンテーション開始時間までに連絡なく接続しなかった場合 

（４）審査の公平性を害する行為があったと県が認める場合 

（５）委員会または県が不適格と認めた場合 
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８ その他 

（１）この企画提案に対する個別のヒアリングおよび説明対応は、受け付けないものとす

る。 

（２）契約の履行にあたり、妨害または不当要求を受けた場合は、発注者に報告するとと

もに警察へ被害届を提出すること。これを怠った場合は、契約の相手方としない措

置を講じることがある。 

（３）企画提案に係る一切の経費については、応募者の負担とする。 

（４）企画提案により知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

（５）契約の優先交渉権者として特定された後に、提案内容を適切に反映した仕様書の

作成のために、業務の具体的な実施方法について提案を求めることがある。 

（６）災害等不測の事態が生じた場合は、本プロポーザルに関する手続きを延期・中止す

ることがある。 

 

９ 問合せ先 

〒９１０－８５８０  福井県福井市大手３丁目１７－１ 

福井県交流文化部文化・スポーツ局文化課 

担当：松村、土田 

電話番号 ：０７７６－２０－０５８０ 

ファックス：０７７６－２０－０６６１ 

電子メール：bunka@pref.fukui.lg.jp 

 


